
○下野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

平成１８年１月１０日 

条例第４３号 

（議員報酬） 

第１条 議会の議長、副議長及び議員（以下「議長等」という。）の議員報酬は、

次のとおりとする。 

議長 月額 ４７０，０００円 

副議長 月額 ３８０，０００円 

議員 月額 ３５０，０００円 

（平２０条例３９・一部改正） 

（議長等の議員報酬支給の始期） 

第２条 議長及び副議長にはその選挙された日から、議員にはその職に就いた日か

ら、それぞれ議員報酬を支給する。 

（平２０条例３９・一部改正） 

（支給の終期及び重複支給の禁止） 

第３条 議長等が任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散によりその職

を離れたときは、その日までの議員報酬を支給する。ただし、いかなる場合にお

いても、重複して議員報酬を支給しない。 

２ 前条及び前項の場合において、１月に満たない月があるときは、当該月の議員

報酬は日割りによるものとし、その日額は、議員報酬の月額の３０分の１とする。 

（平２０条例３９・一部改正） 

（費用弁償） 

第４条 議長等が招集に応じ、若しくは委員会に出席するため旅行したとき、又は

公務のため旅行したときは、その旅行について、費用弁償として旅費を支給する。 

２ 前項の規定により支給する旅費の額は、別表のとおりとする。 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれ

ぞれ在職する議長等に対して支給する。基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡

した議長等についても、同様とする。 
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２ 期末手当の額は、基準日現在（退職し、又は死亡した議長等にあっては、退職

し、又は死亡した日現在）において議長等が受けるべき議員報酬の月額に、その

議員報酬の月額の１００分の１５を超えない範囲内で規則で定める割合を乗じて

得た額を加算した額に１００分の１７２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１） ６箇月 １００分の１００ 

（２） ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 

（３） ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 

（４） ３箇月未満 １００分の３０ 

（平２０条例３９・平２１条例３２・平２２条例２３・平２６条例４０・

平２８条例１５・平２８条例４７・平３０条例５・平３０条例３９・令元

条例１０・令２条例２６・令４条例１１・令４条例２１・令５条例２４・

令７条例１・一部改正） 

（支給方法） 

第６条 この条例に定めるものを除くほか、議員報酬、費用弁償及び期末手当の支

給方法は、下野市職員の給与に関する条例（平成１８年下野市条例第４９号）の

適用を受ける職員の例による。 

（平２０条例３９・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年１月１０日から施行する。 

（在任特例期間中の報酬の特例） 

２ 第１条の規定にかかわらず、市町村の合併の特例等に関する法律（平成１６年

法律第５９号）第９条第１項が適用される平成１８年４月３０日までの間は、第

１条中「４７０，０００円」とあるのは「３２３，０００円」と、同条中「３８

０，０００円」とあるのは「２６３，０００円」と、同条中「３５０，０００円」

とあるのは「２４０，０００円」と読み替えるものとする。 

（在職期間の通算） 



３ 平成１８年６月に支給する期末手当に関する第５条第２項の規定の適用につい

ては、同項に規定する在職期間に合併前の南河内町議会、石橋町議会又は国分寺

町議会の議員として在職した期間を通算する。 

４ 平成２１年６月に支給する期末手当に関する第５条第２項の規定の適用につい

ては、同項中「１００分の１６０」とあるのは、「１００分の１４５」とする。 

（平２１条例２３・追加） 

附 則（平成２０年９月１６日条例第３９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年５月２９日条例第２３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年１１月３０日条例第３２号） 

この条例中第１条の規定は公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初

日であるときは、その日）から、第２条の規定は平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１１月３０日条例第２３号） 

この条例中第１条の規定は公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初

日であるときは、その日）から、第２条の規定は平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月２２日条例第４０号） 

この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成２７年４月１日か

ら施行する。 

附 則（平成２８年３月１８日条例第１５号） 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２８

年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の下野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、平成２７年４月１日から

適用する。 

（期末手当の内払） 

第２条 改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の下野市議会の議

員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づいて支給された期末手当



は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

附 則（平成２８年１２月１５日条例第４７号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の下野市議会の

議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（以下「改正後の議員報酬条例」と

いう。）の一部を改正する条例の規定は、平成２８年４月１日から適用する。 

（報酬の内払） 

第２条 改正後の議員報酬条例の規定を適用する場合においては、改正前の下野市

議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づいて支給された

報酬は、改正後の議員報酬条例の規定による報酬の内払とみなす。 

附 則（平成３０年３月２３日条例第５号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の下野市議会の

議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（以下「改正後の議員報酬等条例」

という。）の規定は、平成２９年４月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

第２条 改正後の議員報酬等条例の規定を適用する場合においては、改正前の議員

報酬等条例の規定に基づいて支給された期末手当は、改正後の議員報酬等条例の

規定による期末手当の内払とみなす。 

附 則（平成３０年１２月１９日条例第３９号） 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３１

年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の下野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例（次条において「改正後の条例」という。）の規定は、平成３０年４月

１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

第２条 改正後の条例の規定を適用する場合には、第１条の規定による改正前の下

野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づいて支給さ



れた期末手当は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

附 則（令和元年１２月１６日条例第１０号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の下野市議会の

議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（次条において「改正後の条例」と

いう。）の規定は、平成３１年４月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

第２条 改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の下野市議会の議

員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づいて支給された期末手当

は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

附 則（令和２年１１月３０日条例第２６号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４月１

日から施行する。 

附 則（令和４年３月２３日条例第１１号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 令和４年６月に支給する期末手当の額は、改正後の第５条第２項の規定に

かかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下この条において「基

準額」という。）から、改正前の第５条第２項の規定により令和３年１２月に支

給された期末手当の額に、１６７．５分の１０を乗じて得た額（以下この条にお

いて「調整額」という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準

額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

（市規則への委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で

定める。 

附 則（令和４年１２月２２日条例第２１号） 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和５年



４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の下野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例（次条において「改正後の条例」という。）の規定は、令和４年１２月

１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

第２条 改正後の条例の規定を適用する場合には、第１条の規定による改正前の下

野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づいて支給さ

れた期末手当は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

附 則（令和５年１２月２２日条例第２４号） 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年

４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の下野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例（次条において「改正後の条例」という。）の規定は、令和５年１２月

１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

第２条 改正後の条例の規定を適用する場合には、第１条の規定による改正前の下

野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づいて支給さ

れた期末手当は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

附 則（令和７年２月２１日条例第１号） 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年

４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の下野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例（次条において「改正後の条例」という。）の規定は、令和６年４月１

日から適用する。 

（期末手当の内払） 

第２条 改正後の条例の規定を適用する場合には、第１条の規定による改正前の下

野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づいて支給さ



れた期末手当は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

別表（第４条関係） 

車賃 

（１キロメートルにつき） 

日当 

（１日につき） 

宿泊料 

（１日につき） 

３７円 ２，２００円 １０，９００円 

備考 

１ 鉄道賃、船賃及び航空賃については、下野市職員の給与に関する条例の適

用を受ける職員の例による。 

２ 日当の支給に関しては、下野市職員等の旅費に関する条例（平成１８年下

野市条例第５２号）の例による。 

 


